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· 住居侵入罪は国策的に運用されてきたのではないのか？

出征中の男Aの妻と情交を三回にわたり行った男Bが「住居侵入罪」に問われ、刑に処されたという最高裁判決がある。本犯罪の成立のポイントは「住居に対する侵入に付いての許諾権は家長これを有す」というところにある。しかし家長＝男Aは出征中であったため許諾の判断ができるはずはない。にもかかわらず、この男Bは住居侵入罪を免れないとする法解釈は以前から確立しているものであった。これは、この当時まだ存在していた姦通罪を適用すれば前線の兵士の士気に重大の影響があるとの判断があり、それゆえ姦通罪の代位として住居侵入罪が使われたと考えることができる。このように住居侵入罪は本来の市民的な「住居の平穏」を守るというよりは、国策的な運用をされてきたのではないかと考えられる。

· 追加参考資料

最高裁判決で引用された判例
・最判昭和59年12月18日　駅構内でのビラ配布
＜事実の概要＞

駅係員の許諾を受けないで、駅構内において乗降客らに対しビラ多数を配布して演説等を繰り返したうえ、駅管理者からの退去要求を無視して滞留した行為につき、鉄道営業法35条および刑法130条後段の不退去罪により起訴された事件。１審、控訴審ともに有罪判決。
＜判旨＞

上告棄却。

「憲法21条1項は、表現の自由を絶対無制限に保障したものではなく、公共の福祉のため必要かつ合理的な制限を是認するものであって、たとえ思想を外部に発表するための手段であっても、その手段が他人の財産権、管理権を不当に害するごときものは許されない…から」、被告人らの「本件各所為につき、鉄道営業法35条及び刑法130条後段の各規定を適用してこれを処罰しても憲法21条1項に違反するものではない」。

伊藤正己裁判官の補足意見

表現の自由であっても「他人の財産権、管理権を不当に害することの許されないことは、法廷意見の説示するとおりである」が、「その侵害が不当なものであるかどうかを判断するにあたって、形式的に刑罰法規に該当する行為は直ちに不当な侵害になると解するのは適当ではな」い。「ビラ配布の規制については、その行為が主張や意見の有効な伝達手段であることからくる表現の自由の保障においてそれがもつ価値と、それを規制することによって確保できる他の利益とを具体的状況のもとで較量して、その許容性を判断すべきであ」る。「そして、この較量にあたっては、配布の場所の状況、規制の方法や態様、配布の態様、その意見の有効な伝達のための他の手段の存否など多くの事情が考慮されることとな」る。
・最大判昭和43年12月18日　屋外広告物条例

＜事実の概要＞

大阪市屋外広告物条例は、橋梁での広告物の表示等、電柱及びこれに類するものでの貼り紙の表示等を禁止し、違反者に対しては罰金を科していた。本件は、「45年の危機迫る！！国民よ決起せよ！！大日本菊水会本部」等と印刷したビラ26枚を大阪市内の橋柱・電柱等に貼り付けた被告人が、条例違反に問われた事件。１審、控訴審ともに罰金に処した。
＜判旨＞

上告棄却。

「大阪市屋外広告物条例は、…大阪市における美観風致を維持し、および公衆に対する危害を防止するために、屋外広告物の表示の場所および方法ならびに屋外広告物を提出する物件の設置および維持について必要な規制をしている」。「国民の文化的生活の向上を目途とする憲法の下においては、都市の美観風致を維持することは、公共の福祉を保持する所以であるから、この程度の規制は、公共の福祉のため、表現の自由に対し許された必要且つ合理的な制限と解することができる。」

· 最大判昭和45年6月17日　軽犯罪法

＜事実の概要＞

電柱36本に電柱の所有者または管理者の承諾を得ず、「第10回原水爆禁止世界大会を成功させよう，愛知原水協」などと印刷したビラ84枚を貼り付けた被告人が、軽犯罪法1条33号前段違反で起訴された事件。1審、控訴審ともに有罪判決。
＜判旨＞

「軽犯罪法1条33号前段は、主として他人の家屋その他の工作物に関する財産権、管理権を保護するために、みだりにこれらの物にはり札をする行為を規制の対象としているものと解すべきところ、たとい思想を外部に発表するための手段であっても、その手段が他人の財産権、管理権を不当に害するごときものは、もとより許されないところである」。「したがって、この程度の規制は、公共の福祉のため、表現の自由に対し許された必要かつ合理的な制限であって、右法条を憲法21条1項に違反するものということはでき」ない。
